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お客様の感動と
会社の成長と社員の成長を
一致させよう

代表取締役社長
伊井一史
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企業理念

直前3事業年度の財産及び損益の状況



　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　当社の第42期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）の業績につきましてここにご報告申し上げます。

　当事業年度、パソコン業界を取り巻く状況については、コロナ禍によりパソコン需要が高まった前事業年度から
一転して、パソコン販売は非常に厳しい状況で推移しました。
　このような環境のなかで当社は、パソコン事業においては、過熱するｅスポーツのニーズを捉え、ゲーミングパ
ソコン及び関連商品の品揃えと販売の強化に取り組んで参りました。また、高等学校における１人１台端末の環境
整備（高校GIGAスクール構想）の端末・環境整備を目的に、静岡県内における高校GIGAスクール構想向けの端
末販売にも取り組んでおります。その他、当社の強みであるサービス＆サポートの更なる強化・推進を図るため、
サポート部門の人員強化等を実施し、より多くのお客様のサポートニーズにお応えすることで収益性の改善を図っ
て参りました。
　しかし、コロナ禍以降における反動減等の理由からコンシューマ向け事務用パソコンの販売低迷が続いており、
パソコン販売全体では前事業年度を下回る売上高となりました。
　バイク事業につきましては、多品種な品揃えを実現するため、店頭販売から通信販売にシフトさせることで、バ
イク用品の販売強化を図っております。
　インターネット通信販売事業につきましては、バイク用品の販売が好調に伸長しており、今後も更なる拡大に取
り組んで参ります。その他、市場で人気の高い家電商品等の顧客ニーズに適した商品展開を推進して参りました
が、前事業年度に好調であったグラフィックボードやマザーボード等の組み立てパソコン用のパーツ類がマイニン
グ需要の減退等を理由に低迷しました。また、店頭販売同様にパソコンの販売も市場環境の影響を受けて低迷し、
売上高は前事業年度を下回る実績となりました。
　以上の結果、売上高8,598,878千円（前期比11.6％減）、経常利益425,821千円（前期比21.9％減）、当期純利
益293,120千円（前期比21.4％減）となりました。

　今後も急速に変化する市場環境や消費ニーズに対応するため、新しい商品の取扱いや情報の発信を積極的に行
い、多様なお客様のニーズに対応する店舗づくりを邁進して参ります。

　株主の皆様におかれましては、今後もご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
2024年６月



証券コード　3375
（発送日）2024年６月５日

（電子提供措置の開始日）2024年５月29日
株 主 各 位

静 岡 県 沼 津 市 大 諏 訪 7 1 9 番 地
株 式 会 社 Ｚ Ｏ Ａ
代表取締役社長 伊 井 　 一 史

第42回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第42回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げ
ます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますの
で、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

当社ウェブサイト　https://www.zoa.co.jp
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」を選択し、ＩＲニュー
ス一覧より「2024.05.29　第42回定時株主総会招集ご通知」を選択いただき、ご確認くだ
さい。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブ
サイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ＺＯＡ」又は
「コード」に当社証券コード「3375」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情
報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認
ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2024年６月20日（木曜日）午後６時まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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記
１．日 時 2024年６月21日（金曜日）午前11時
２．場 所 静岡県沼津市大諏訪719番地

当社本部３階会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第42期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告及び計算書

類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛

否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
⑵代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人と

して株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要と
なりますのでご了承ください。

     
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎当日の受付開始は午前10時を予定しております。
◎ 電 子 提 供 措 置 事 項 に 修 正 が 生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス　

https://www.zoa.co.jp/）及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたしますが、当該書面は、

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
①　事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
②　計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査等委員会が監査
報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

以　上
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第１号議案 剰余金の処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式１株につき金 58円
配当総額 72,687,514円

剰余金の配当が効力を生じる日 2024年６月24日

株主総会参考書類

　剰余金の処分につきましては、次のとおりとさせていただきたく存じます。

期末配当に関する事項
　第42期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまし
て、以下のとおりといたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

候補者番号 １
い

伊
 

 
い

井
 

　
も と

一
 

 
ふ み

史 （1960年12月７日生） 再任

所有する当社の株式数
218,100株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
    1983年    12月 株式会社オリエントファイナンス（現株式会社オリエントコーポレーシ

ョン）入社
    1999年    7 月 当社入社　社長室長
    2005年    6 月 当社取締役
    2013年    8 月 当社代表取締役社長（現任）
    2013年    9 月 当社営業本部長

〈重要な兼職の状況〉
なし

取締役在任年数
19年

取締役会の出席回数
13回(100％)

候補者番号 ２
お

小
 

 
の

野
 

　
ひ で

秀
 

 
き

樹 （1970年９月29日生） 再任

所有する当社の株式数
11,400株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
    1994年    4 月 株式会社スリーエフ入社
    2015年    9 月 当社入社　新規事業部長
    2017年    7 月 当社執行役員営業本部長
    2020年    6 月 当社取締役執行役員営業本部長

2022年    6 月 当社常務取締役執行役員営業本部長（現任）

〈重要な兼職の状況〉
なし

取締役在任年数
４年

取締役会の出席回数
13回(100％)

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、本総会
終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役３名の選任をお願いするものでありま
す。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると
判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号 ３
や す

安
 

 
い

井
 

　
あ き

明
 

 
ひ ろ

宏 （1974年９月３日生） 再任

所有する当社の株式数
66,100株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
    1995年    4 月 ダイワボウ情報システム株式会社入社

ディーアイエス情報機器販売株式会社出向
    2001年    9 月 当社入社　販売推進課主任
    2014年    5 月 当社執行役員社長室長兼管理副本部長
    2015年    6 月 当社取締役執行役員社長室長兼管理本部長
    2016年    4 月 当社取締役執行役員管理本部長（現任）

〈重要な兼職の状況〉
なし

取締役在任年数
９年

取締役会の出席回数
13回(100％)

（注）１．各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取

締役を含む被保険者の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ず
ることのある損害を当該保険契約によって填補することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場
合は、当該保険契約の被保険者となります。なお、保険料は全額当社負担となります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上
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事業報告（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

1 会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症が５類感染症へ移行したこと
により経済活動の正常化が進みました。しかし、円安に国際情勢等伴う物価上昇やエネルギー
価格の高止まりの影響により消費意欲が低迷しており、景気を下押しするリスクが持続してお
ります。
　当社が属するパソコン市場に関しても、製品価格の高騰、コロナ禍以降におけるリモートワ
ークや巣ごもり需要による特需の反動減等により、非常に厳しい市場環境となっております。
　このような状況下で当社のパソコン事業におきましても、主力であるパソコン本体の販売が
減少し、売上高が減少しました。ｅスポーツで話題性の高いゲーミングパソコンの販売は好調
に推移しており、ゲーミングデバイスやVRゴーグル等、前事業年度から売上高が増加した新
たなカテゴリも一部では見受けられるものの、コロナ禍以降における反動減等の理由からコン
シューマ向け事務用パソコンの販売低迷が続いており、パソコン販売全体では前事業年度を下
回る売上高となりました。
　パソコンの販売が厳しい状況ではありますが、当社の収益の柱でもありますサポート（初期
設定及びデータ移行等）のパソコン購入時受付率は70％を超える水準で推移しております。
同様に注力しております出張サポートの依頼件数も前事業年度を超える実績となり、収益向上
に寄与しております。販売が厳しい状況においても、サポート対応を強化することで、収益を
確保できる体制が構築されていることが当社の強みであります。
　しかし、コロナ禍におけるテレワーク需要や巣ごもり需要の反動減により、売上高は前事業
年度を下回る実績となりました。粗利に関してはサポート強化により収益性は向上したもの
の、売上減少をカバーするには至りませんでした。
　以上の結果、パソコン事業全体の売上高は4,621,647千円（前期比16.7％減）、粗利は
1,555,355千円（前期比9.8％減）となりました。
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　バイク事業においては、通信販売へシフトしている傾向が続いており、通信販売におけるバ
イク用品の売上高は増加したものの、店頭でのバイク用品の売上高は減少傾向にあります。お
客様には通信販売のみではなく、店頭販売を行っていることが安心感につながっていますの
で、店頭販売は継続しつつ、相乗効果による通信販売の更なる売上増大に取り組んで参りま
す。
　以上の結果、バイク事業全体の売上高は225,456千円（前期比21.3％減）、粗利は96,859
千円（前期比12.3％減）となりました。
　インターネット通信販売事業においては、先述のとおりバイク用品の売上高は増加しており
ます。また、販売強化に取り組みました家電商品の販売も前事業年度から拡大しております。
　しかし、前事業年度に好調であったグラフィックボードやマザーボード等の組み立てパソコ
ン用のパーツ類がマイニング需要の減退等を理由に低迷しました。また、店頭販売同様にパソ
コンの販売も市場環境の影響を受けて低迷し、トータルの売上高は前事業年度を下回る実績と
なりました。
　以上の結果、インターネット通信販売事業全体の売上高は3,431,663千円（前期比6.1％
減）、粗利は585,847千円（前期比13.4％減）となりました。
　不動産事業においては、事業を開始して２年目となり、事業の成熟度が高まりつつあること
に加えて、大型案件の成約がなされたことで、売上高・粗利ともに前事業年度を上回る実績と
なりました。
　以上の結果、不動産事業の売上高は320,110千円（前期比34.3％増）、粗利は70,116千円
（前期比56.0％増）となりました。
　経費につきましては、売上高減少による変動費の減少に加えて、無駄なコストカットを実施
することで削減に取り組んでおります。
　以上の結果、当事業年度の業績については、売上高8,598,878千円（前期比11.6％減）、経
常利益425,821千円（前期比21.9％減）、当期純利益293,120千円（前期比21.4％減）となり
ました。

②　設備投資の状況
　当事業年度において実施いたしました設備投資の総額は103,314千円であります。
　その主たる内容は、静岡県富士市の賃貸不動産用土地建物43,805千円、静岡市清水区賃貸
不動産用土地の造成工事30,454千円等であります。

③　資金調達の状況
　当社は、金融機関より長期借入金として450,000千円の調達を実施しました。
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区 分
第 39 期 第 40 期 第 41 期 第 42 期

（当事業年度）
2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

売 上 高（千円） 9,518,893 9,614,645 9,726,733 8,598,878

経 常 利 益（千円） 490,138 510,774 545,206 425,821

当 期 純 利 益（千円） 328,803 346,213 372,881 293,120

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 (円) 226.14 238.11 261.66 234.03

総 資 産（千円） 5,115,413 5,373,798 5,152,138 5,404,406

純 資 産（千円） 2,237,490 2,429,517 2,474,274 2,706,854

１ 株 当 た り
純 資 産 額 （円） 1,538.85 1,670.91 1,978.46 2,159.89

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

(注) １株当たり当期純利益は、期中平均の発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、期末現在の発行済
株式総数により算出しております。

⑶　対処すべき課題
　当社を取り巻く環境は、競合他店との激しい価格競争にさらされており、収益確保が困難な
状況が続いております。
　このような状況下で当社は、「三位一致」を経営理念に掲げ、「お客様の感動と会社の成長
と社員の成長を一致させる」ことを目指した経営活動を行っております。
　これを実践するために、パソコン及びバイク用品の専門店として接客力・サポート力・専門
性の強化に力を注いでおります。当社では、お客様との接客によりニーズを引き出し、専門的
な見地から最適な商品の提案・提供を行い、さらにサポート力を生かした安心してご購入いた
だける環境づくりに取り組んで参ります。
　引き続きお客様からご支持いただけるように、接客サービスの向上と顧客ニーズに合わせた
魅力ある商品の品揃えを強化することで、リピーター顧客の増加を目指し、地域に根ざした経
営を実践して参ります。
　株主の皆様におかれましては、今後も変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上
げます。
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⑷　主要な事業内容（2024年３月31日現在）
　当社は、パソコン事業、サービス＆サポート事業、不動産事業及びその他の事業を行ってお
りますが、各事業の内容は以下のとおりであります。
①　パソコン事業
　パソコン本体及び同関連商品の販売を行っております。
②　サービス＆サポート事業
　パソコン本体及び同関連商品のサポート、修理、会員制サービス（ＺＯＡ倶楽部）等の業務
を行っております。
③　バイク事業
　バイク用品、部品及びウェア関連の販売を行っております。
④　インターネット通信販売事業
　パソコン関連商品、バイク関連商品及び家電商品、カー用品等のインターネットによる通信
販売を行っております。
⑤　不動産事業
　自社保有不動産の賃貸事業及び売買事業を行っております。

本部 静岡県沼津市
東京支店 東京都台東区
ＯＡナガシマ沼津本店 静岡県沼津市
ＯＡナガシマ沼津卸団地店 静岡県駿東郡
ＯＡナガシマ御殿場店 静岡県御殿場市
ＯＡナガシマ富士店 静岡県富士市
ＯＡナガシマ富士宮店 静岡県富士宮市
ＯＡナガシマ静岡本店 静岡市葵区
ＯＡナガシマ静岡国吉田店 静岡市駿河区
ＯＡナガシマ志太店 静岡県焼津市
ＯＡナガシマ藤枝店 静岡県藤枝市
ＯＡナガシマ掛川店 静岡県掛川市
ＯＡナガシマ浜松本店 浜松市中央区
ＯＡナガシマ浜松西インター店 浜松市中央区
コンピュータープラザＺＯＡ豊橋店 愛知県豊橋市
コンピュータープラザＺＯＡ厚木店 神奈川県厚木市
コンピュータープラザＺＯＡ相模原店 神奈川県相模原市
コンピュータープラザＺＯＡ山梨中央店 山梨県中央市
パソコンの館姫路店 兵庫県姫路市
パソコンの館野々市店 石川県野々市市
パソコンの館金沢店 石川県金沢市
パソコンの館富山店 富山県富山市
パソコンの館福井店 福井県福井市
パソコンの館秋田店 秋田県秋田市

⑸　主要な営業所（2024年３月31日現在）
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使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

74（81）名 △2（1）名 42歳10ヶ月 13年10ヶ月

⑹　使用人の状況（2024年３月31日現在）

（注）使用人数は就業人員であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

借 入 先 借 　 　 入 　 　 額 　 　 （ 千 円 ）

株 式 会 社 清 水 銀 行 323,399

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 250,000

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 250,000

株 式 会 社 静 岡 銀 行 205,000

株 式 会 社 り そ な 銀 行 179,165

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 40,000

静 岡 県 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 30,500

⑺　主要な借入先の状況（2024年３月31日現在）

⑻　その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2 株式の状況（2024年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 8,100,000株
⑵　発行済株式の総数 1,454,000株
⑶　株主数 832名

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

伊 井 一 史 218,100 17.40

ダ イ ワ ボ ウ 情 報 シ ス テ ム 株 式 会 社 145,300 11.59

長 　 嶋 　 し の ぶ 145,300 11.59

池 田 昌 子 82,200 6.56

安 井 明 宏 66,100 5.27

株 式 会 社 ア イ テ ィ ー シ ー 64,200 5.12

浜 本 憲 至 43,500 3.47

西 股 　 縁 43,000 3.43

内 藤 征 吾 42,700 3.41

株 式 会 社 Ｚ Ｏ Ａ 社 員 持 株 会 37,900 3.02

⑷　大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（200,767株）を控除して計算しております。

⑸　当事業年度に職務執行の対価として当社役員に対して交付した株式の状況
　当社は、2023年７月21日付で、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）
１名に対して、譲渡制限付株式報酬として当社普通株式2,700株の自己株式の処分を行っており
ます。

⑹　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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3 新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

4 会社役員の状況

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 伊 井 　 一 史

常 務 取 締 役 小 野 　 秀 樹 執行役員営業本部長

取 締 役 安 井 　 明 宏 執行役員管理本部長

取 締 役
（監 査 等 委 員・常勤） 内 山 　 晴 美

取 締 役
（監　査　等　委　員） 坂 口 　 央 乙 坂口税理士事務所　所長

取 締 役
（監　査　等　委　員） 奥 田 　 徹 平 奥田司法書士・土地家屋調査士・行政書士事務所

⑴　取締役の状況（2024年３月31日現在）

（注）１．取締役のうち、坂口央乙氏及び奥田徹平氏は、社外取締役であります。
２．取締役坂口央乙氏は税理士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
３．当社は、取締役会以外の重要な会議への出席を継続的・実効的に行うなど、情報収集や監査の実効

性を高めることを目的として、常勤の監査等委員を置いております。
４．当社は、取締役坂口央乙氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届

け出ております。

⑵　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社の取締役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とす
る、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負
担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当
該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が填補
するものであり、１年毎に契約更新しております。
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区　分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 非金銭報酬等

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ） 72,178 56,175 16,003 3

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

12,400
(4,500)

12,400
(4,500) － 3

(2)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

84,578
(4,500)

68,575
(4,500)

16,003
(－)

6
(2)

　なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の免責事項と
しており、また、填補する額について限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわ
れないようにするための措置を講じております。
　次回更新時には同内容での更新を予定しております。

⑶　役員報酬等の内容に関する方針等
　当社は2021年２月９日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議
しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に基づき、株主総会決議による報酬等の総額の限度内にお
いて、経営状況や各々の経営能力、貢献度等を考慮して決定しております。また、取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）に対しては、基本報酬に加えて、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的と
して、譲渡制限付株式報酬を支給することとしております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定権限は取締役会が有しておりますが、金銭報酬の決
定に関しては取締役会決議により代表取締役社長伊井一史に一任する方法としております。代表取締役社長
に一任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当部門について評価を行うには、代表取
締役社長が適していると判断したためであります。
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定され
た報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該方針に沿うもの
であると判断しております。
　また、監査等委員である取締役の報酬等は、株主総会決議による報酬等の総額の限度内において、それぞ
れの監査等委員の役割及び職務内容を勘案して、監査等委員の協議により決定しております。

⑷　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま
せん。

２．非金銭報酬等は、当事業年度に係る取締役（監査等委員を除く）３名に対する譲渡制限付株式報酬に
係る費用計上額であります。
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区分 氏名 出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される
役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 坂 口 　 央 乙

当事業年度において開催された取締役会13回の全
てに出席いたしました。特に税理士としての立場
から、取締役会では当該視点から積極的に意見を
述べており、特に税務面について専門的な立場か
ら監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・
適正性を確保するための適切な役割を果たしてお
ります。
また、当事業年度において開催された監査等委員
会12回の全てに出席し、監査結果についての意見
交換等、専門的見地から適宜、必要な発言を行っ
ております。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 奥 田 　 徹 平

当事業年度において開催された取締役会13回の全
てに出席いたしました。特に司法書士としての立
場から、取締役会では当該視点から積極的に意見
を述べており、特に法律知識について専門的な立
場から監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。
また、当事業年度において開催された監査等委員
会12回の全てに出席し、監査結果についての意見
交換等、専門的見地から適宜、必要な発言を行っ
ております。

３．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2018年６月22日開催の第36回定時株主総会におい
て、年額２億円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）とし、当該報酬の範
囲内で金銭報酬債権を支給すると決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等
委員を除く）の員数は２名です。

４．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2017年６月23日開催の第35回定時株主総会において、月額
500万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は３
名です。

⑸　社外役員に関する事項
① 他の法人等との兼任状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役坂口央乙氏は、坂口税理士事務所の所長であります。当社と兼職先との間には特別な
関係はありません。
　取締役奥田徹平氏は、奥田司法書士・土地家屋調査士・行政書士事務所の職員であります。
当社と兼職先との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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5 会計監査人の状況

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円

当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21,000千円

⑴　会計監査人の名称　　　　　EY新日本有限責任監査法人

⑵　報酬等の額

（注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬
見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会
計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
　また、監査等委員会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査
人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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貸借対照表 （単位：千円）

科目 第42期
2024年３月31日現在

(ご参考) 第41期
2023年３月31日現在 科目 第42期

2024年３月31日現在
(ご参考) 第41期
2023年３月31日現在

資産の部

流動資産

現金及び預金

売掛金

商品

販売用不動産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物

構築物

車両運搬具

工具、器具及び備品

土地

建設仮勘定

無形固定資産

ソフトウェア

投資その他の資産

投資有価証券

出資金

関係会社株式

繰延税金資産

差入保証金

長期貸付金

長期前払費用　

3,750,951

760,016

563,686

1,949,628

313,970

164,989

△1,341

1,653,454

1,079,072

161,694

3,673

6,989

10,320

896,393

－

15,661

15,661

558,720

77,025

6,295

－

63,537

193,159

101,606

117,098　

3,385,924

658,693

447,817

1,996,135

123,513

161,273

△1,509

1,766,213

1,179,721

159,391

4,233

4,333

8,297

943,465

60,000

18,828

18,828

567,663

65,490

6,295

4,840

69,211

189,002

102,406

130,417　

負債の部
流動負債 1,805,954 1,725,069
買掛金 774,698 631,904
１年内返済予定の長期借入金 497,966 469,936
未払金 86,514 108,666
未払費用 16,736 18,364
未払配当金 2,491 198
未払消費税等 22,659 27,855
未払法人税等 56,639 106,635
預り金 22,777 29,357
賞与引当金 32,932 30,810
契約負債 289,927 298,695
その他 2,610 2,646

固定負債 891,597 952,794
長期借入金 780,098 845,568
長期未払金 4,133 4,133
退職給付引当金 107,366 103,093

負債合計 2,697,551 2,677,864
純資産の部
株主資本 2,687,874 2,463,381

資本金 331,986 331,986
資本剰余金 323,753 323,753
資本準備金 323,753 323,753

利益剰余金 2,294,884 2,074,299
利益準備金 25,000 25,000
その他利益剰余金 2,269,884 2,049,299
別途積立金 770,700 770,700
繰越利益剰余金 1,499,184 1,278,599

自己株式 △262,749 △266,657
評価・換算差額等 18,979 10,892
その他有価証券評価差額金 18,979 10,892

純資産合計 2,706,854 2,474,274
資産合計 5,404,406 5,152,138 負債純資産合計 5,404,406 5,152,138
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 （単位：千円）

科目
第42期

2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで

(ご参考) 第41期
2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで

売上高 8,598,878 9,726,733

売上原価 6,290,700 7,171,526

売上総利益 2,308,177 2,555,207

販売費及び一般管理費 1,888,975 2,017,235

営業利益 419,202 537,972

営業外収益 10,079 11,050

受取利息 64 58

受取配当金 2,487 2,253

受取手数料 6,145 6,596

受取保険金 1,268 112

その他 113 2,028

営業外費用 3,460 3,815

支払利息 3,460 3,815

その他 － 0

経常利益 425,821 545,206

特別利益 2,629 3,794

固定資産売却益 － 3,794

関係会社清算益 2,629 －

税引前当期純利益 428,451 549,001

法人税、住民税及び事業税 133,104 169,089

法人税等調整額 2,226 7,029

当期純利益 293,120 372,881
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 守 谷 　 義 広
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 谷 間 　 　 薫

独立監査人の監査報告書
2024年５月20日

株式会社　ＺＯＡ
　取　締　役　会　御中

EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＺＯＡの２０２３年
４月１日から２０２４年３月３１日までの第４２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

会計監査人の監査報告書
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
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・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第42期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。
１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締
役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査しました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（令和３年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。
　なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において有効であ
る旨の報告を取締役等及びEY新日本有限責任監査法人から受けております。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月21日
株式会社　Ｚ　Ｏ　Ａ　監査等委員会

常勤監査等委員 内 山 晴 美 ㊞
監 査 等 委 員 坂 口 央 乙 ㊞
監 査 等 委 員 奥 田 徹 平 ㊞

　（注）監査等委員坂口央乙氏及び奥田徹平氏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以　上
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１．新規出店を実施
　石川県内で２店舗目となる「パソコンの館　野々市店」を2023年７月29日にオープンいたしました。オープン初日からたくさんのお客様に
ご来店いただき、好調なスタートを切ることができました。これで北陸地区はパソコンの館　金沢店／福井店／富山店と合わせて４店舗体制
となり、同地区での知名度の高まりを受けて来店されるお客様も増加傾向にあります。
　パソコンの館　野々市店では、ｅスポーツ関連商品の充実を図るとともに、サポート体制を強化することで地域に根差した営業活動を推進
して参ります。

２．サポートメニューの強化
　従来からの店頭サポートに加えて、お客様のご自宅までお伺い
する「出張サポート」を拡充しました。
　購入されたパソコンの設置・接続はもちろん、現地でしか対応
ができないネットワークの接続や不具合の解消、店舗への持ち込
みが大変なデスクトップパソコンのトラブル解消等、お客様のニ
ーズに応じた様々なメニューを提供しております。

３．不動産事業の拡大
　事業開始より２年目となりました不動産事業ですが、売上高が
前期から34.3％増加して320,110千円となりました。
　事業の成熟度が高まり、取扱額も順調に増加しております。
　今後も更なる拡大に取り組んで参ります。

Topics



会場　静岡県沼津市大諏訪719番地
株式会社ZOA　本部　３階　会議室
電話　055（922）1975

● 本部外観

交通　：◇車：国道１号線　沼津バイパス「市立病院南」交差点を南側に入りすぐ左手。
◇電車：JR東海道本線　片浜駅下車、南口より片浜循環バス「ミューバス」東回り
で７分「八反田」下車。または、片浜駅南口よりタクシーで５分。
JR沼津駅下車、北口よりタクシーで15分。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。　

株主総会会場ご案内図

沼津バイパス

東椎路中

県自入口

市立病院南

至 富士

至 三島

沼津市立病院

静岡県自動車学校
沼津校

ガスト 沼津椎路店
かっぱ寿司 沼津店

ローソン

吉祥院

八反田バス停

静岡銀行沼津西支店

本部
（OAナガシマ沼津本店）

沖電気工業（株）
沼津工場

東海道本線

片浜

沼津

栄昌寺

片浜小

東山神宮

沼津市文化財センター


